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Ⅰ 対象組織の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１） 機関名  

     九州工業大学 

 

（２） 学部名 

     工学部 

 

（３） 所在地 

     北九州市戸畑区仙水町１－１ 

 

（４） 学科構成 

     機械知能工学科 

     建設社会工学科 

     電気工学科 

     物質工学科 

     共通講座 

 

（５） 学生数及び教員数 

   ① 学生数 

      ３，０２５名 

 

   ② 教員数 

        １８７名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 特徴 

  本学は，九州北部の炭鉱事業の隆盛と１９０１年の官

営八幡製鐵所の開設を契機として，我が国の重化学工業

の勃興期に工業化推進の中核的人材を養成する目的を

もって，製鉄を中心とする北部九州の工業地帯に，１９

０７年に当時としてはめずらしい４年制の工業専門学

校「私立明治専門学校」として設立された。その後，１

９２１年の官立明治専門学校，１９４４年の官立明治工

業専門学校を経て，１９４９年に現在の国立九州工業大

学となった。 

 工学部昼間コースは，現在専門４学科と共通講座から

構成されているが，これは専門１１学科と一般教育とを

１９８８年及び１９９７年に改組再編したことによっ

ている。また，社会人に広く勉学の機会を与えるため，

３学科からなる工学部夜間主コースを設置している。 

 これまで，北部九州のみならず，広く日本の産業化と

社会発展に貢献すべき技術者の養成にかかわる高等教

育機関として発展を重ねるとともに，工業地帯に位置す

る工業大学として教育と研究を通じ，地域社会との連携

を強化してきた。 

 本学の建学の精神は「技術に堪能なる士君子の養成」

であり，これを実現するために工学部では， 

 ・ 科学技術に対して幅広い視野と理解力を持ち，課 

  題解決能力を備えて産業の発展に寄与できる技術

者 

 ・ 豊かな感性と教養を備え国際社会に適応できる人 

  材 

 ・ 製造業が多い地域性を考慮したものづくりに強い 

  技術者 

 ・ 高度で幅広い知識へのたゆまぬ学習意欲を持つ人 

  材 

の養成を目指している。 

 これまで，産業界をはじめとする様々な分野に３万名

を超えるそうそうたる人材を輩出し，わが国の科学技術

の発展に大いに貢献し，高等教育機関として発展を重ね

てきた。このことは，現在の厳しい就職難の時期にあっ

ても比較的恵まれた就職状況を保っていることにも，如

実に反映されている。 
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Ⅱ 教育目的及び目標 

 

１ 教育目的 

【実施体制】 

(1) 国内外の学問の動向や社会的，地域的要請に応じた教

育の実施組織体制の整備。 

(2) 教育の実施組織体制及び意図の学内外への周知･公表。 

(3) 科学技術に強い関心を持ち，理数系科目を得意とする

学生の受け入れ。 

【教育内容】 

(4) 教育課程の体系的な編成とバランスの取れた科目の配

置による，幅広い視野と理解力また課題解決能力を育成

できる教育の提供。 

(5) 教育効果を高めるための教育施設・設備・内容の提供。 

(6) 大学院教育との連携を視野に入れた教育内容の提供。 

(7) 社会と連携した実践的教育の提供。 

【教育方法】 

(8) 授業評価に基づく，教育効果の高い授業方法，講義方

法，学習支援方法の提供。 

(9) 理念に合った教育レベルを維持できる成績評価法の提

供。 

(10) 教育効果を高めるための教育施設・設備の活用。 

【達成状況】 

(11) 理念に合い，大学に期待される人材の社会への提供。 

(12) 希望する進路に学生が進むことのできる能力の育成。 

【学習支援】 

(13) 効果的教育実施のため，学生に対するガイダンス等の

ソフト面の支援体制や設備等のハード面の支援体制の充

実。 

【教育の質の向上・改善】 

(14) 提供する教育の質を常に向上・改善するために，教育

活動を点検・評価し，改善に導くシステムの整備。 

２ 教育目標 

(1a) 国内外の学問の動向や社会的，地域的要請を常に把

握・分析し，また大学院との連携を考慮して，それに対

応した学科・コースを設置すること。 

(1b) 学問の動向や社会的，地域的要請，教育の実施状況を

把握し，また大学院との連携を教育実施組織に反映させ

るための委員会活動の継続的実施。 

(2) 教育の目的・目標及び大学の活動状況の学内外への周

知・公表手段の充実。 

(3) 学生受入方針に基づく多様な入学試験の実施。 

(4a) 教育課程の体系的編成。 

(4b) バランスの取れた科目の配置。 

(4c) 工学専門科目を効果的に理解できる能力を養成する

ための工学基礎科目の充実。 

(4d) 豊かな感性と教養を修得させるための人間科学科目

の充実。 

(4e) ものづくりへの興味を持たせ，かつ体験させるための，

低学年からの実験・演習科目の充実。 

(5a,10a) ものづくりへの興味を持たせ，かつ体験させるた

めの，実験，演習，実習に係る施設・設備の整備・活用。 

(5b,10b) 卒業研究内容を充実させるための，教育研究環境

の整備・活用。 

(5c) 効果的な教育を実施するため，シラバスの活用を図る

こと。 

(6a) 高度で幅広い知識を修得させるための多様な工学専

門科目の配置。 

(6b) 課題解決能力を育成・向上させるための卒業研究の内

容の充実。 

(7a) 技術の動向に対する適応力を養成するための特別講

義の実施。 

(7b) 産業の発展に寄与できる技術者の養成のための工学

倫理・管理等に関する工学系総合科目の配置。 

(7c) 産業の現状に関する知識を修得させるための学外見

学実習及び学外実習（インターンシップ）の奨励。 

(8a) 入学時の基礎学力不足を補うための補習授業の充実。 

(8b) 理解力向上のためのＴＡ制度の充実。 

(8c) 国際社会に適応できる技術者の養成のための語学教

育環境の充実。また国外の大学との交流の促進。 

(9a) 成績の評価方法の公表。 

(9b) 出席を成績評価に反映させること。 

(11) 社会において高い評価を受ける卒業生を半数以上と

すること。 

(12a) 大学で受けた教育に対して，高い評価を与える卒業

生を半数以上とすること。 

(12b) さらに高度な技術者を養成するため，大学院への進

学率の増加を図ること。 

(13a) 学生に対するガイダンスや相談・助言体制の整備。 

(13b) 情報機器及び図書館機能の充実を図ること。  

(13c) 留学生の支援のためのチューター制度の整備。 

(13d) 課外学習活動支援の実施。 

(14) 各種委員会等の設置による，学生・外部評価を含めた

点検・評価及び提言・改善の実施。
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「学問的，社会的，地域的要請の例」 
（「エコ・シビル読本」土木学会誌 1992Vol.77-9）
（「地球共生時代の土木」土木学会誌1994，Vol.79-5）
（「北九州市エコタウン事業」北九州市パンフレット）
（「響灘環黄海圏ハブポート構想」北九州港長期構想パ

ンフレット） 
 

「情報メディアと宇宙開発の例」 
通信衛星：communications satellite 
マイクロ波などの短い波長の電波による長距離通信

を可能とするために，中継局の役目を果たす人工衛星。
1984年「ＢＳ‐2」，1986年「ＢＳ‐2b」，1990年「ＢＳ
‐3」，1997年「ＢＳ‐4」などの打ち上げがある。（小学
館日本大百科全書） 

「工学部と大学院の連携した改革」 
（平成 9年度工学部学科改組の申請書） 
（「現状と課題」平成８年度，pp.13-17．） 
（「現状と課題」平成９年度，pp.84-86．） 
（「現状と課題」平成 10 年度，pp.60-62） 
（「技術に堪能なる士君子を目指して 
－九州工業大学の現状と課題２」1998 年） 

Ⅲ 評価項目ごとの自己評価結果 
 
１ 教育の実施体制 
 

（１）要素ごとの評価  

（要素１）教育実施組織の整備に関する取組状況 

   〇観点ごとの評価結果 

観点Ａ：学科の構成 

工学部は昭和６３年度に，１１学科体

制から3学科 8コースに改組した。その

後，共生環境やエコシビルなどのように

自然とのバランスの取れた生活基盤の整

備が学問的，社会的，地域的に要請され，

また，情報メディアを支えるＩＣ機器の

発展や高度化機械産業への構造変革に応

じたロボット化，通信技術の発展に応じ

た宇宙開発など周知の社会的要請を支え

る「ものづくり教育」を充実するため，

連携する大学院専攻分野の改組も視野に

入れて，平成９年度には設計生産工学科

を機械知能工学科と建設社会工学科へと

改組し，従来の３学科から４学科へと教

育実施組織の整備充実を図った。 

機械知能工学科には機械科学，機械情

報，宇宙工学，制御工学の４コースと夜

間主コースを設置し，さらに，専門学科

の他に共通講座として人間科学，数理情報基礎を設置して，人間科学教育と工学基礎教育の一層の

充実を図ってきた。 

また，学科の構成に関して，大学院教育と学部教育の連携性を検討するワーキンググループを設

置して活動を続けている。 

従って，学科構成に対する取組状況は優れている。 

 

観点Ｂ：学問の動向や社会的要請なども踏まえて，教育課程や教育体制を検討・改善するための組

織体制 

学問の動向，社会的要請を踏まえた教育課程の新設や改廃，教育実施体制の検討・改善を行なう

組織として充実構想委員会と教務委員会を設置している。充実構想委員会では社会の動向，地域的

要請に対応した学部の教育目標の達成を図るために，平成８年の学部改組計画や，改組後の大学院

重点化に向けた教育理念や目的の明確化，学部の改革内容とその方法などについて検討してきた。

また，時代の変化に対応した学科の新たな構成を現在も継続的に検討している。 

平行して教務委員会では，平成８年度から工学基礎教育の充実，インターンシップの実施（平成
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９年度），転学部・転学科制度（１２年度）および単位互換制度の充実（１２年度），ＪＡＢＥＥを

視野に入れた工学系総合科目の新設（平成１３年度）などを継続して検討してきている。 

従って，学問の動向や社会的要請なども踏まえた教育課程や教育体制を検討・改善するための組

織体制は優れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点Ｃ：教育方法等の研修に取り組む組織体制 

教務委員会では学生による授業評価や学習習熟度実態調査などを行い，その結果を教員にフィー

ドバックして教育方法の自己研修に供してきた。また，学生委員会では学生生活実態調査を過去５

回実施して教育方法の問題点の検討や支援体制強化への要望を各教員に配布周知して改善を図っ

てきた。 

平成１３年度からは，教員の教育方法の改善に対する組織的な研修を目的として教育方法等開発

委員会（FD委員会）が設置され，充実構想委員会，部局評価委員会，委員長懇談会などとともに，

教育実施組織の強化が図られている。 

従って，教育方法等の研修などに対する組織体制への取組状況は優れている。 

 

 

 

 

「充実構想委員会での検討事項」 
・「教育理念・目標」「カリキュラム改革」 （「現状と課題」平成７年度，pp.14-19）
・「一般教養の改組」「工学部の改革」 （「現状と課題」平成８年度，pp.9-10） 
・「工学部組織の改革」（「現状と課題」平成９年度，pp.84-86） 
・「大学院独立専攻との連携」（「現状と課題」平成10年度，pp.60-62） 
・「工学研究科の充実を核とした学部充実発展策」（「現状と課題」平成11年度，pp.60-62）
                      （「現状と課題」平成12年度，pp.44-46）
・「大学院教育と学部教育のありかた」（「現状と課題」平成13年度，pp.113-115） 

「学生による授業評価の実施」 
平成１１年度，平成１２年度，平成１３年度「学生による授業評価アンケート」実施 

（平成１１年度，平成１２年度，平成１３年度「学生による授業評価アンケート集計
結果報告書」） 

「学生生活実態調査」 
    昭和６０年，第１回「学生生活実態調査報告書」学生委員会 
    平成 ４年，第２回「学生生活実態調査報告書」学生委員会 
    平成 ７年，第３回「学生生活実態調査報告書」学生委員会 
    平成 ９年，第４回「学生生活実態調査報告書」学生委員会 

平成１４年，第５回「学生生活実態調査報告書」学生委員会 

「教育方法等開発委員会」 
（平成１３年度「ファカルティ・ディベロップメント報告書」教育方法等開発委員会）

「教育課程・体制の検討・改廃に関する教務委員会での検討事項」 
・「一般教育等カリキュラム改革」「学習習熟度実態調査」（「現状と課題」平成８年度，pp.14-16）
・「教育実施運営委員会設置」「予科教育」（「現状と課題」平成９年度，pp.87-89） 
・「身障者に対する設備改善」「インターンシップ制度」（「現状と課題」平成 10 年度，pp.63-65）
・「転入学・転学部・転学科案作成」（「現状と課題」平成 11 年度，pp.63-67） 
・「転学部・転学科の実施」「新科目（工学と環境）開講」（「現状と課題」平成12年度，pp.47-50）
・「授業評価アンケートを授業評価実施委員会へ一本化」「早期卒業の要件整備」「ＪＡＢＥＥ対応科目の開
講」「福岡教育大学との単位互換制度の覚書採択」（「現状と課題」平成 13 年度，pp.115-118）
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図１－２ 教育理念を知った
方法（出典：教官アンケート（工
学部），平成１３年度） 
Ａ．大学案内 

 Ｂ．学科紹介用パンフレット
 Ｃ．同窓会発行の書籍など
 Ｄ．大学の行事など 
 Ｅ．その他 
 

3－1

92%

8%

1

2

図１－１ 学科の教育目的・目
標の周知度（出典：教官アンケ
ート（工学部），平成１３年度）

知らない 

知っている 

観点Ｄ：教育の実施状況や問題点を把握するための組織体制 

教育の実施状況や問題点を把握する組織として，従来の教務委員会，充実構想委員会に加え，平

成５年度に部局評価委員会を発足させた。また，学生による授業評価実施ワーキンググループは，

「学生による授業評価アンケート調査」を毎年実施し，検討を行っている。 

さらに，部局評価委員会でとりまとめている「工学部年報」には，毎年度，教育の実施状況と改

善に向けた取組などが記載され，公開されている。 

従って，教育の実施状況や問題点を把握するための組織体制への取組状況は優れている。 

 

〇要素１の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，教育の実施体制は教育目的及び目標の実現に向けて十分に

貢献している。 

 

（要素２）教育目的，目標の趣旨の周知，公表の取組状況 

   〇観点ごとの評価結果 

観点Ｅ：学生，教職員に対する周知の方法 

学科パンフレット，学部案内，大学案内などを作成し，学生・教職員に配布している。新入生に

対しては入学時にガイダンスを実施し，コース振り分け前後に実施する学外宿泊研修で説明してい

る。また，教職員に対しては教室での学生募集要項や各種案内，将来計画，大学行事などの検討を

通じて周知を図っている。その結果，学科の教育目的・目標は，図１－１～図１－３に示すように

９２％の教官及び８２％の学生対して周知が図られている。 

従って，学生，教職員に対する周知の方法への取組状況は優れている。 

知っている

81%

知らない

19%

図１－３ 学科の教育目的・目
標の周知度（出典：学生アンケ
ート（工学部），平成１３年度）

「学習習熟度実態調査」 
（平成８年度，平成１１年度「学習習熟度実態調査報告書」） 

「工学部年報」 
（工学部年報，平成６年度，平成７年度，平成８年度，平成９年度，平成１０年度，平成
１１年度，平成１２年度，平成１３年度，九州工業大学工学部部局評価委員会） 
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観点Ｆ：学外者に対する公表の方法 

     学外者に対する本学部の教育目的・目標の

公表・周知は，学生募集要項や，大学案内，

同窓会組織の刊行物，ホームページなどへの

掲載や，表１－１に示す学生募集活動委員会

委員の高校訪問による説明，オープンキャン

パス，高等学校・高等専門学校等との入試懇談会などで実施している。 

従って，学外者に対する公表の方法は優れている。 

 

 

 

○要素２の貢献の程度 

    以上の観点ごとの自己評価結果から，教育目的・目標の趣旨の周知，公表の取組状況は，教育目

的及び目標の実現に向けて十分に貢献している。 

 

 

（要素３）学生受入方針（ＡＰ）に関する取組状況 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ｇ：学生受入方針の明確な策定 

学生受入方針（ＡＰ）は，社会情勢の変化に応じ

て教室会議の審議を経て，学科別，コース別に入学

試験委員会で策定され，学生募集要項に記載されて

いる。 

学生受入方針の内容は毎年検討されており，図１

－４に示すように，受験生は進路決定にも利用して

いる。 

従って，学生受入方針の明確な策定に対する取組 

状況は優れている。 

 

 

 

 

 

 

年 度 
 事  項 

9 10 11 12 13 14 

オープンキャンパス参加者（人） 472 680 706 754 733 968

高等学校との懇談会参加者数（校） 132 127 144 156 116 ――

高等専門学校との懇談会参加者数（校） 18 15 24 18 20 ――

高等学校訪問数（校） 8 9 9 15 17 ――

アドミッションポリシーの活用度

30%

51%

19%

1 2

3

 

役立った 

どちらとも言えない 

図１－４ アドミッション・ポリシー
の活用度（出典：在学生アンケート（工
学部），平成１３年度） 

役だたなかった 

「教育目的・目標を示した印刷物」 
・（「技術に堪能なる士君子」 

社団法人 明専会）
・（工学部各学科パンフレット類） 
・（九州工業大学工学部案内 ） 
・（九州工業大学案内 ） 

表１－１ 教育目的・目標の公表，周知を行っている行事の参加者数
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39%

36%

8%

10%
2%2%2%1%

0%
A

B

C
D

E

F

G

H
I

図１－５ 学科のアドミッション・ポリシー
を知った方法 
（出典：在学生アンケート（工学部），平成
１３年度） 
Ａ．大学案内 
Ｂ．学生募集要項 
Ｃ．大学のホームページ 
Ｄ．進学指導の先生 
Ｅ．先輩 
Ｆ．オープンキャンパスへの参加 
Ｇ．親，親戚，知人など 
Ｈ．大学の教官による高校での説明 
Ｉ．その他 

観点Ｈ：求める学生像，学習経験，募集方法，入試のあり方等の記載内容 

求める学生像，学習経験，募集方法，入試のあり方等などについては，学生募集要項や大学案内

の中に，学部で求める学生像，更に学科，コースで求められる学生像として記載され，望ましい学

習履歴や学習意欲，入試科目などが明示されている。 

従って，求める学生像，学習経験，募集方法，入試のあり方等の記載内容は優れている。 

 

観点Ｉ：学生受入方針の学内外への周知・公表 

・教職員に対する周知の方法 

教職員に対しては教室会議の審議，入 

試委員会での検討，学生募集要項の回覧 

で周知を図っている。 

・学外への公表の方法 

学外への公表の方法としては，学生募 

集要項に記載し，入学志願者に配布して 

いる。また，高校への出前講義，学生募 

集活動委員会の高校訪問，高校・高専と 

の懇談会，学生募集要項の高校への送付 

等で周知を図っている。 

・受験者等の認識 

受験者の学生受入方針の認識は特別選 

抜では特に高く，面接時の志望動機に挙 

げる者が多い。また，図１－５に示す入 

学後のアンケート調査の結果からもあ 

る程度公表の効果が見られる。 

従って，学生受入方針の学内外への周知・公表に対する取組は普通である。 

 

 

 

 

 

 

観点Ｊ：学生受入方針に従った学生受入方策 

学生受入方策は学生受入方針に従い，入学試験委員会で原案を作成し，教授会の審議を経て決定

される。現在，特別選抜，一般入試（前期日程・後期日程），帰国子女，外国人留学生などの多様

な選抜方法を実施している。また，平成１３年度より理科の受験科目を２科目として，理数系に強

い学生の選抜方法に改善している。 

従って，学生受入方針に従った学生受入方策の取組は優れている。 

 

 

 

「学生受入方針印刷物・問合先明示書類」 
ホームページ資料，入学者選抜要綱，特別選抜試験学生募集要項，一般選抜試験学生募集要項，
帰国子女選抜試験学生募集要項，外国人留学生選抜試験学生募集要項，高専との入試懇談会資
料 
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〇要素３の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，学生受入方針（ＡＰ）に関する取組は，教育目的及び目標

の実現に向けておおむね貢献している。 

 

 

（２）評価項目の水準  

   以上より，教育の実施体制は，教育目的及び目標の達成におおむね貢献しているが，改善の余地も

ある。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

   教育の実施体制で特に優れた点として，大学の歴史が古く，建学の理念が教員組織に浸透している

ことが上げられる。 

教育の実施状況や問題点を把握するための組織体制は，平成７年度から継続して発行されている部

局評価委員会による「現状と課題」（自己点検・評価報告書）の中で各種委員会活動内容が報告され，

教育実施組織の整備に活用されていることなどの根拠から優れている。 

改善点としては，教育方法等の研修への取組において，平成１３年度から教育方法等開発委員会を

設置して組織的な整備を行ったが，その実施は端緒についたばかりであるとの根拠から，今後さらに

効果的な実施方法の検討が必要である点があげられる。 
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２ 教育内容面での取組 
 

（１）要素ごとの評価  

(要素１)教育課程の編成に関する取組状況 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ａ：教育課程の体系的な編成とバランスの取れた科目の配置 

工学部においては専門科目を１年次から徐々に配

置するという楔型カリキュラム構成を採用してきた。

平成１３年度に，教員に対して実施したアンケート結

果を図２－１に示す。各教員が担当している授業科目

は体系的･系統的に位置付けられているという回答は

８９％であった。 

各科目間の関連性への配慮についての卒業生への

調査結果を図２－２に示す。回答中，どちらともいえ

ないという回答が最大比率の４１％という結果にな

ったのは，科目間の相互関連の把握が授業内容につい

ての学生の理解度に強く依存するためであると考え

られる。否定的な回答の小計は２７%にとどまってい

る。 

従って，教育課程の体系的な編成とバランスの取れ

た科目の配置は優れている。 

 

観点Ｂ：人間科学科目，工学基礎科目，工学専門科目 

の単位数配置 

人間科学科目，工学基礎科目，工学専門科目の単位

数配置についての教員に対するアンケートの結果を

図２－３に示す。適切及びある程度適切という回答を

あわせて７４％の教員は適切と考えている。  

従って，人間科学科目，工学基礎科目，工学専門科

目の単位数の配置は優れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

強い
肯定
6%

弱い
肯定
26%どちら

とも
いえ
ない
41%

弱い
否定
19%

強い
否定
8%

図２－２ カリキュラムの中での各科 

目のつながり（出典：卒業生アンケート（工

学部），平成１３年度） 

大幅
改善

が必要
2%

改善
の余

地あり
9%

ある程
度適切
配置
45%

適切
配置
44%

 
図２－１ 授業の体系的・系統的位置 

づけ（出典：教官アンケート（工学部），

平成１３年度） 

適切設定
16%

ある程度
適切
58%

改善の
余地あり

23%

大幅改善
必要
3%

 

図２－３ 人間科学科目，工学基礎科目，

工学専門科目の単位数配置（出典：教官

アンケート（工学部），平成１３年度） 
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大いに
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6% かなり

ある
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ある程度
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ない
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図２－５ 人間科学科目の充実（出典： 

卒業生アンケート（工学部），平成１３年度）

大いにあ
る
19%

かなりあ
る
34%

ある程度
ある
37%

少し
ある
7%

ない
3%

図２－６ 実験演習科目の人間形成への 

有効性（出典：卒業生アンケート（工学部），

平成１３年度） 

0
2
4
6
8

10
12
14

9 10 11 12 13

年度（平成）

専
門

科
目

と
の

比
率

（
％

）

図２－４ 工学基礎科目の比率（出典： 

学生便覧，平成１０年度～平成１３年度）

観点Ｃ：工学専門科目を効果的に理解できる能力を養成するための工学基礎科目の充実 

平成９年度の学科改組の際に，数学系，物理系，

情報系の工学基礎科目が増加された。さらに，過去

５年間で，基礎科目数は１０科目（比率４．８％）

増加しており，着実に充実が図られてきている。工

学基礎科目数と工学専門科目数との比率を図２－４

に示す。 

    基礎科目充実の一例として，学生の自立性を高め

る目的で，物質工学科１年次科目「応用化学自由研

究」が平成１０年度から開講されている。この科目

の主たる内容は，学生が身の回りのこと，環境問題

などからテーマを選び，それに関する文献調査，考

察，実験，観察等を行い，レポートとしてまとめ口

頭発表することである。 

従って，工学専門科目を効果的に理解できる能力を養成するための工学基礎科目の充実は優れて

いる。 

 

 

 

観点Ｄ：豊かな感性と教養を修得させるための人

間科学科目の充実 

人間科学科目の充実のために，従来の人間科学 

科目に加えて，平成８年度よりリレー科目（１２ 

科目）を開講している。また，人間科学科目が自 

己形成に効果があったかについての卒業生に対す 

るアンケート結果を図２－５に示す。肯定的な回 

答は５８％である。 

従って，豊かな感性と教養を修得させるための 

  人間科学科目の充実は優れている。 

 

 

 

観点Ｅ：低学年からの実験・演習科目の充実 

実験・演習科目数の（工学基礎科目数＋工学専門

科目数）に対する比率は平成９年度１４．７％,平成

１３年度１５．２％のように，年度により若干の変

動はあるが，５年前と比べて増加している。さらに,

これらのかなりの部分(４０－４５％)は１・２年次

に実施されている。実験演習科目の人間形成への有

「基礎科目の充実」（出典：学生便覧，平成１０年度～平成１３年度，シラバス工学専門編，

平成１４年度，Ｐ．２０２） 

「リレー科目」（出典：学生便覧，平成８年度～平成 

１３年度） 
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図２－７ 卒論生の対外発表件数の年次

推移（出典：現状と課題，平成９年度～

平成１３年度） 

効性についての卒業生への調査結果を図２－６に

示す。卒業生の９０％が肯定的な評価である。 

実験・演習科目の充実の一例として，電気工学科

では，学生の意識の多様化に対応するため，１年次

科目として「電気工学実験入門」を平成１３年度に

計画立案し，平成１４年度に試行的に開講している。 

従って，ものづくりへの興味を持たせ，かつ体験させるため，低学年からの実験・演習科目の充

実は優れている。 

 

 

観点Ｆ：大学院との連携を考えた多様な専門科目配置と卒業研究の充実 

大学院授業科目の約９８％に対して，対応する

授業科目が学部に開講されている。このように，

カリキュラム上では大学院との連携は十分に考慮

され，学部学生の高度な学習意欲に応えるシステ

ムになっている。 

多様な専門科目配置と卒業研究の充実の一例と 

して，物質工学科材料コースにおいては，４年次 

の専門科目「外国文献講読」を開講して，卒業研 

究や大学院授業科目履修への準備及び課題意識の 

育成に資する内容を提供している。 

卒業研究に着手した学部学生の対外発表件数の 

年次推移を図２－７に示す。研究発表件数は５年 

前に比べて，著しく増加（約５０％）している。 

卒業研究の水準の判断材料は明確ではないので， 

今後，検討する必要があるが，学部学生の対外発 

表件数は，この水準を判断する基本的なデータの一つと考えられる。 

従って，大学院との連携を考えた多様な専門科目配置と卒業研究の充実は優れている。 

 

 

 

観点Ｇ：工学倫理･管理等に関する工学系総合科目の配置 

平成１１年度の教務委員会において開講の必要性等の検討を開始し，平成１２年度に工学基礎科

目として「工学と環境」を開講した。さらに，平成１３年度からは「工学と環境」，「工学倫理･安

全工学」，「経営管理・知的財産権」を工学系総合科目として開講している。 

従って，工学倫理･管理等に関する工学系総合科目の配置は優れている。 

 

 

「実験・演習科目の充実例」（出典：学

生便覧，平成８－１３年度版，シラバス

工学専門編，Ｐ．１２７） 

「専門科目配置と卒業研究の充実」 

（出典：大学院学生便覧，平成１４年度，  教官アンケート（追加分））

「工学系総合科目の配置」（出典：学生便覧，平成１２年度～平成１３年度） 



九州工業大学工学部 

 12

 

 

有意義
71%

どちら
とも
いえな
い
24%

役に立
たない
5%

 
図２－８ 工場見学やインターンシップ

経験の意義 （出典：卒業生アンケート（工

学部），平成１３年度） 
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図２－９ 特別講義，特別講演の実施 

（出典：平成１３年度非常勤講師任用 

調書，特別講演実施状況調査） 

観点Ｈ：企業等へのインターンシップによる単位認定 

学科により授業科目名と単位数は若干異なるが，以下の授業科目を平成９年度より実施している。 

 

 

 

 

 

工場見学やインターンシップの経験について卒業生アンケートを実施した。その結果によれば，

企業等への工場見学やインターンシップによる単位認定は各学科とも行ってはいるが，実際に経験

した学生の割合は４５％弱にとどまっている。 

これらの経験者に工場見学等の意義を調査し

たアンケート結果を図２－８に示す。回答者の

７１％が有意義と回答している。今後の課題と

しては，経験した割合が必ずしも高くない原因

がどこにあるのかを分析する必要がある。 

従って，これらの取組には十分意義はあるが，

具体的実施に改善の余地があり，企業等へのイ

ンターンシップによる単位認定は普通である。 

 

 

 

観点Ｉ：技術の動向に対応する適応力を養成するための特別講義等の実施 

過去５年間に実施された特別講義，特別講演の件

数の年次推移を図２－９に示す。特別講義は毎年約

４５科目が実施され，特別講演は年度により多少の

変動がある。講師には大学研究者だけではなく，多

数の企業技術者も含まれているため，新しい特徴的

な技術動向に学生が触れ，技術者としての将来への

意欲を刺激する機会となっている。限られた予算の

中で毎年度，一定数の件数が着実に実施されている。 

従って，技術の動向に対応する適応力を養成する 

ための特別講義等の実施は優れている。 

 

 

〇要素１の貢献の程度 

    以上の観点ごとの自己評価結果から，教育課程の編成に関する取組状況は，教育目的及び目標の

実現に向けて十分に貢献している。 

機械知能工学科：学外工場実習（１単位），学外見学実習（１単位） 

建設社会工学科：学外測量実習（１単位），学外実習（１単位），学外見学実習（１単位）

電気工学科：学外工場実習見学（１単位） 

物質工学科：見学実習（１単位）  （出典：学生便覧，平成１２年度～平成１３年度）
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図２－１１ 在学生によるシラバスの 

利用度（出典：在学生アンケート（工学部），

平成１３年度） 

（要素２）授業の内容に関する取組状況 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ｊ：シラバスの内容と活用方法 

シラバスの内容と担当科目の目的，授業内容，評

価方法との対応についての教員への調査結果を図 

２－１０に示す。８８％の教員が十分またはある程

度対応していると考えており，改善の必要性を指摘

している回答は１２％にとどまっている。さらに，

シラバスの活用の事例または有無についての調査

結果(複数回答可)によれば，９５％以上の教員は何

らかの形でシラバスを活用している。活用の事例と

しては，回答した教員の５４．４％が授業計画の作

成のため，４６．５％が講義ガイダンスへの活用，３

６％が関連する他の授業との調整であった。 

一方，在学生によるシラバスの活用についての調査

結果を図２－１１に示す。教員側のシラバスの利用度

とは対照的に，在学生によるシラバス利用度は，よく

参考にする，ある程度参考にする，をあわせて４１％

にとどまっている。学生によるシラバス利用度があま

り高くない原因は，学生にとってシラバスの必要な局

面や機会が必ずしも多くない現実があるかもしれない 

ことなど種々考えられるが，今後分析する必要がある。 

従って，シラバスの内容と活用方法は普通である。 

 

観点Ｋ：授業内容改善のための学生による授業評価 

    部局評価委員会は，平成６年度から学生による授業評価を実施してきた。さらに，平成１１年度

からは部局評価委員会と教務委員会が合同で，質問項目を統合した授業アンケートを毎年実施し，

集計結果報告書を作成し，授業内容の改善に取り組んでいる。 

従って，授業内容改善のための学生による授業評価は優れている。 

 

 

十分
対応
28%

ある程度
対応
60%

改善の
余地
あり
6%

大幅改善
必要
6%

図２－１０ シラバスの内容と授業 

内容，評価方法との対応 （出典：教官 

アンケート（工学部），平成１３年度） 

「学生による授業評価」（出典：現状と課題，平成７年度～平成１３年度） 
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図２－１３ 実験・実習に必要な 

設・備装置の整備度（出典：卒業生

アンケート（工学部），平成１３年

度） 

十分
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16%

ある程
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図２－１２ 各授業科目間の内容など重

複を避けるための調整 

（出典：教官アンケート（工学部），平成

１３年度） 

観点Ｌ：各授業科目間の内容的な重複を避けるための調整 

関連する授業科目間での内容上の調整についての教員

に対するアンケート結果を図２－１２に示す。授業科目

間について十分調整及びある程度調整の小計が８３％に

達し，大多数の教員がほぼ調整されていると判断してい

る。 

従って，観点Jにおいて示したように，教員によるシ

ラバスの内容と活用方法について報告したことも含めて

判断すれば，各授業科目間の内容的な重複を避けるため

の調整は優れている。 

 

 

 

〇要素２の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，授業の内容に関する取組状況は，教育目的及び目標の実現

に向けておおむね貢献している。 

 

（要素３）実験，演習，実習に係る施設・設備の整備 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ｍ：ものづくりへの興味を持たせ，かつ体験させるための実験，演習，実習に係る施設・設備

の整備 

１年生から３年生までに利用した実験・実習に必要

な設備・装置について，卒業生に対して行ったアンケ

ート結果を図２－１３に示す。十分とほぼ整っている

という回答の小計は２６％，どちらともいえないが 

３１％，やや不足と不足の回答の小計は４３％である。 

また，卒業生に対しては，必要な設備(マイク，ＯＨ 

Ｐ，(ＰＣ用)プロジェクター等)の充実度について調査 

を実施した。それによると，肯定的な回答の小計が 

２１％，どちらともいえないが２７％，否定的な回答 

の小計は５２％である。 

従って，実験，演習，実習に係る施設・設備の整備 

は普通である。 

 

観点Ｎ:講義，演習等に必要な図書の整備 
附属図書館（本館）の和書および洋書の蔵書数の年次推移を見ると図２－１４に示すように，毎

年度，着実に整備されている。また，学生用図書経費は，平成１２年度比６５％増，平成１３年度
は前年度比３７．５％増となっており，学生図書の一層の整備が図られている。 

従って，必要な図書の整備への取組は優れている。 
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図２－１５ 情報機器の整備度 

（出典：卒業生アンケート（工学部），

 平成１３年度） 
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図２－１６ 卒業研究に必要な装置・装

置の整備度（出典：修了生アンケート

（工学部），平成１３年度） 
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図２－１４ 蔵書数の年次推移（出典： 

図書館整備度調査，平成９－１３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観点Ｏ：情報ネットワークや情報サービス機器（ソフトウェア，教材等）の整備 

    平成９年度から現在に至るまで，情報科学センター（戸畑キャンパス）において端末約１８０台

が設置されている。さらに，平成１３年度より，附属図書館（本館）（端末６９台），共通教育研究

棟（有線無線ネットワーク端末１５台，ＰＣ端末１０台，壁掛けＰＣ端末３台）においてＰＣ端末

が整備された。また，ソフトウェア，教材等の整備については，平成１４年度より数式処理ソフト

（Mathematica）の全学ライセンスが取得された。情報機器の整備についての卒業生への調査結果

を図２－１５に示す。十分またはほぼ整っているという回答は４３％であるが，３５％がやや不足

または不足と回答している。平成１３年度卒業生には，附属図書館（本館）などにおける情報機器

の整備について，十分に周知されていない可能性もある。 
従って，情報ネットワークや情報サービス機器の整備は普通である。 

 

観点Ｐ：卒業研究充実のための教育研究環境の整備 

卒業研究に必要な設備・装置についての卒業生への 

アンケート調査は実施していない。しかし，卒業研究 

と修士論文の作成には，ほぼ同じ設備・装置を使用す 

ると考えられる。従って，研究に必要な設備・装置に 

ついて修了生に対して行った調査結果を図２－１６に 

示して，卒業研究に必要な教育研究環境の整備につい 

ての満足度を評価する。 

満足とやや満足という回答の小計は４４％であり， 

やや不満と不満の小計３４％をかなり上回っている。 

 一方，工学部におけるＰＣ保有台数の平成１０年度 

から平成１４年度までの推移についての調査結果を図 

２－１７に示す。毎年度，約１，３５０台が保有され 

ていて，卒論生，博士前期課程学生１人あたり１台以 

上に相当している。コンピュータとその周辺機器の毎 

年の性能向上により新たに多数のＰＣを購入する必要 
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図２－１７ 工学部におけるＰＣ保有 

台数の年次推移 （出典：ＰＣ等保有台

数調査，平成９年度～平成１３年度） 

性は少なくなり，台数減少は機種更新の際における廃 

棄処分が原因であると推測される。教育研究予算総額 

が大幅に変化しない限り，学生，教職員数がほぼ一定 

である現状では保有台数が飽和状態に達するのは当然 

である。 

従って，卒業研究充実のための教育研究環境の整備 

は優れている。 

 

 

 

 

〇要素３の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，実験，演習，実習に係る施設・設備の整備は，教育目的及

び目標の実現に向けてかなり貢献している。 

 

 

（２）評価項目の水準  

以上の自己評価結果を総合的に判断して，教育内容面での取組は教育目的及び目標の達成におおむ

ね貢献しているが，改善の余地もある。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

特に優れた点は，以下のとおりである。 

教育課程の体系的な編成とバランスの取れた科目の配置は，本学部が従来から採用してきた楔型科

目配置（専門科目の１年次からの段階的実施）を継承発展させてきたものであり，学生の視野を広げ，

専門科目への関心を低学年から深めるものであるので優れている。多様な科目を開講し，工学専門科

目を効果的に理解できる能力を養成していることから，工学基礎科目の充実は優れている。また，実

験・演習科目は，そのかなりの割合が低学年から実施されており，ものづくり体験を豊富にする意味

で優れている。大学院との連携を考えた多様な専門科目配置と卒業研究の充実は課題解決能力の育

成・向上に寄与しているので，優れている。 

改善すべき点は，以下のとおりである。 

学生のシラバス利用度が高くない原因を分析し，利用度を高める必要がある。また，講義・演習等

に必要な施設・設備の整備を進める必要がある。さらに，情報機器の整備・充実については，情報科

学センターとも協議して方策を検討する必要がある。 
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３ 教育方法及び成績評価面での取組  

 

（１）要素ごとの評価  

（要素１）授業形態，学習指導法等の教育方法に関する取組状況 

○観点ごとの評価結果 

観点Ａ：講義，演習，実験・実習のバランス 

教官アンケートから８３％の教員が講義中 

に演習を実施しており，図３－１から７０％の 

教員が講義時間の１０～３０％を演習や小テス 

トに使っていることが分かる。また，要素２で 

述べるように，教官アンケートによれば，５８％ 

の科目は演習やレポートを成績に反映している。 

一方，学生アンケートによる図３－２から， 

講義科目における演習時間の比重については， 

４６％の学生は適切と考えているが，４５％の 

学生は演習時間が少ないと考えている。学生は演習時 

間を増加することにより理解度が向上すると考えてい 

る。演習時間の設定は，教員がこのような学生の意識 

を理解する努力をしている成果と考えられる。 

工学部では実験や実習科目は重要であるとの認識 

から，表３－１に示したように，ほとんどの学科・コ 

ースで各学期に実験・実習科目が設置されている。学 

生アンケートによる図３－３から，実験・実習科目の 

比重は５４％の学生が適切と考えているが，２６％の 

学生は多いと考え，２０％の学生は少ないと考えてい 

る。学生による個人差を考慮すると，実験・実習はバ 

ランスよく設置されている。 

従って，講義，演習，実験・実習のバランスは優れ 

ている。 
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20～10％

10％以下

図３－１ 講義時間に占める演習等の割合

（出典：教官アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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 図３－２ 講義科目に占める演習時間 

の比重に対する学生の意見 

（出典：在学生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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図３－３ 講義科目に占める実験・実習科目の

比重に対する学生の意見 

（出典：在学生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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表３－１ 実験実習科目の時間数（学外実習を除く） 

１年 ２年 ３年 ４年 
学 科 コース 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 

機械科学 ２(3) (3)  6 9 6 6  

機械情報 ２(3) (3)  6 9 6 6  

宇宙工学 ２(3) (3)  6 9 6 6  
機械知能工学科 

制御工学 ２(3) (3)  6 3 6 6 3 

建設社会工学科 (3) ２(3) 3  3 6  

電気工学 (3) ２(3) 3 3 6 6  

電子工学 (3) ２(3) 3 3 3 3 3 電気工学科 

情報工学 (3) ２(3) 4 4 4 4  

応用化学 2 3 9 6 6 6  
物質工学科 

材料工学 2 3 6 9 6   

（注）１年次の(3)は，前期あるいは後期に３時間実施（出典：学生便覧，平成１３年度） 

 

観点Ｂ：少人数教育の実施 

図３－４に示す各科目における履修生の数 

から，約１/３が５０名以下の少人数クラスで 

ある。３０名以下の少人数クラスは，主に１ 

年次の英語科目（前期と後期にそれぞれ２６ 

科目）と選択科目が該当する。専門科目にお 

ける講義は，学科単位あるいはコース単位で 

実施されている科目が大部分であるため， 

３０～９０名のクラスが多い。少人数用教室 

の不足や限られた教員数が少人数教育の主た 

る障害となっているが，専門科目でも特に重 

要な科目については少人数教育に取り組む必要が 

ある。 

従って，少人数教育の実施は普通である。 

 

観点Ｃ：教材の活用や講義方法の工夫 

教員は学生の理解度を向上させるために，様々な工夫を行っている。教官アンケートによる 

図３－５から，講義中に教員が視覚に訴えるため，ＰＣ，ＯＨＰ，ビデオ，実際の製品や模型を活

用していることが分かる。特に，ＯＨＰは半数以上の教員が利用している。 

0 5 10 15 20 25

10人以下

11～30人

31～50人

51～70人

71～90人

91～110人

111～130人

131～150人

151人以上

％

図３－４ 各クラスの履修生の人数

（出典：教務課データ，平成１３年度）
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また，各教員は講義中に様々な工夫を行って 

おり，年報にその詳細が記載されている。 

教員による代表的な工夫を以下に列挙する。 

・ その時間の講義内容の概略を最初に説明 

し，重要な点を講義の最後にまとめる。 

・ 半数以上の講義で宿題を課し，レポート 

を提出させる。 

・ 演習時間を増やす。 

・ 半数以上の講義で小テストを実施する。 

・ 予習・復習の重要性を頻繁に力説する。 

・ オフィスアワーや電子メールで質問を受け， 

説明する。 

・ Ｗｅｂ上で講義内容を公開し，予習・復習を補助する。 

教官アンケートによる図３－６から，一人の教員がこれらの工夫を複数実施していることが分か

る。 

従って，教材の活用や講義方法の工夫は優れている。 

 

 

 

 

 

観点Ｄ：社会と連携した教育の工夫 

社会と連携した工学教育を行うため，すべての学科で３年次に企業等の見学実習，インターンシ

ップを実施している。卒業生アンケートによると，教育内容面での取組の観点Hで述べたように， 

４５％の学生が企業等の見学実習やインターンシ

ップに参加し，参加学生の７１％が有意義と考え，

９５％の参加学生が有益な内容があると考えてい

る。 

また，産業界等の動向や社会で必要となる 

素養の教育を目的として，大学以外の企業等 

の外部機関から講師を招聘して特別講義を実 

施している。図３－７のように，その回数は 

増加する傾向にあり，実践的な工学教育に効 

果を挙げている。 

0 10 20 30 40 50 60

その他

製品や模型

ビデオ

ＯＨＣ等

ＯＨＰ

ＰＣ

活用している教官の割合（％）

図３－５ 教員が講義中に利用している機器等

（出典：教官アンケート（工学部）， 

平成１４年度） 
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その他

予習・復習の重要性を頻繁に力説

重要な箇所を最後にまとめる

講義内容の概略を、最初に説明

オフィスアワーで質問に答える
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図３－６ 学生の理解度を高め

るための講義方法等の工夫 

（出典：教官アンケート（工学

部），平成１４年度） 
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（出典）平成９年度～１３年度学科長会資料
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従って，社会と連携した教育の工夫は，優れている。 

 

観点Ｅ：教室外での準備学習・復習などへの配慮 

授業評価アンケートによる図３ 

－８から，５０～６０％の学生が， 

教室外での準備学習・復習を行っ 

ており，その割合は少しずつ増加 

する傾向にある。観点Ｃで述べた 

ように，小テストの実施，講義中 

における予習・復習の重要性を力 

説する等の教員による工夫が少し 

ずつ効果を挙げていると考えられ 

る。 

また，教官アンケートによると， 

準備学習・復習などを補助するた 

め，１６％の教員がオフィスアワーを設 

置している。４４％の教員がオフィスア 

ワーの必要性を認識していることから， 

この制度の活用は増加しつつあると判断される。 

従って，教室外での準備学習・復習などへの配慮は普通である。 

 

観点Ｆ：学生の学習到達度の適宜な把握と活用 

授業評価アンケートによる図 

３－９から，平成１３年度後期は 

７５％の学生が授業への理解度 

が普通以上であると答えている。 

また，よく理解できている学生 

の割合は，平成１１年度から少し 

ずつ増えており，観点Ｃに述べた 

教育の工夫が成果を挙げつつある。 

一方，教官アンケートによれば， 

５０％の教員は必修科目では理解 

している学生が多いと考えており，半 

分以上の学生が理解できていると考え 

ている教員の割合は８８％である。 

授業への理解度に関するアンケート結果から，学生と教員の認識はほぼ一致し，学生の理解度に対

する教員の認識はほぼ妥当である。一方，８６％の教員が授業評価アンケートにおける学生の意見

を授業に反映しており，授業方法の改善に繋がっている。 

従って，学生の学習到達度の適宜な把握と活用は優れている。 
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図３－８ 学生による準備学習・復習の実施状況 

（出典：授業評価アンケート，平成１１年度～１３年度）
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図３－９ 授業における学生の理解度 

（出典：授業評価アンケート， 

平成１１年度～平成１３年度） 
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観点Ｇ：基礎学力が不足している学生に対する取組状況 

基礎学力が不足している学生の入学者に占める割合は増加しているとする意見が多く，工学部で

は平成１４年度から前期日程及び後期日程の入学試験科目を変更した。 

基礎学力が不足している学生に対する補習授業は，数学，物理，化学及び電気工学科の基礎科目

において実施している。 

数学では，平成８年度から，１年次前期で解析学Ⅰを再履修と判定された学生を対象として，１

年次後期に補習授業を実施している。物理では，高校における物理の学習が不足している学生と希

望者を対象にして，平成１２年度から補習授業を実施している。化学では，１年次前期で不合格と

判定された物質工学科の学生に対して，平成１０年度～平成１２年度まで１年次後期に高校の化学

と大学における基礎知識を補習授業として実施した。電気工学科では，平成７年度から学部の全学

生を対象に補講を行っており，毎年約１００名の学生が受講している。また，平成１４年度から新

入生に単位のない電気工学実験入門を必修として課しているが，学部全体を通した補習授業の体制

を十分に整備するには至っていない。 

従って，基礎学力が不足している学生に対する取組は普通である。 

 

観点Ｈ：演習等の実施における配慮 

学生の理解度を高めるためには，演習や小テストが必要と考え，観点Ａで述べたように８３％の

教員が講義時間中に演習等を実施している。また，４３％の講義では，講義時間の２０％以上を演

習や小テストに使用している。しかし，学生アンケートでは，４５％の学生が演習時間の比重は少

ないと考えており，学生は理解を深めるために演習時間の増加を希望している。 

また，授業や演習を効果的に実施するため，オフィスアワーの実施やＴＡの活用が挙げられる。

オフィスアワーは１６％の教員が実施し，４４％の教員がオフィスアワーの必要性を認めており，

今後さらに活用されると予想される。また，３３％の教員がＴＡを演習補助に活用しており，２２％

の学生がＴＡにより演習を指導された経験があり，演習等の実施に効果を挙げている。 

従って，これらの活動により授業に対する理解度が向上した学生が増加しており，演習等の実施

における配慮は優れている。 

 

観点Ｉ：国際社会に適応できる技術者養成のための語学教育の充実と国外の大学との交流の促進 

観点 Bで述べたように，工学部では英語教育を充実して国際社会に適応できる技術者を養成する

ために，２０数名程度の少人数クラスによる総合英語ＡⅠ及び総合英語ＡⅡを１年次に実施してい

る。 

また，工学部では国際性豊かな人材の育成を目的として，国外の大学との交流を促進している。

米国オールド・ドミニオン大学への派遣には経費の半額補助により，毎年８名程度の学生が夏期休

業期間を利用して語学研修に参加している。また，韓国の忠州大学校及び昌原大学校とは学生の相

互訪問プログラムを実施し，毎年２０～３０名の本学部の学生を韓国に派遣し，約３０名の学生を

韓国から受け入れている。また，韓国の両校には過去５年間に５名の短期留学生を派遣し，１５名

の短期留学生を受け入れている。また，オーストラリアのシドニー工科大学から過去５年間に４名

の短期留学生を受け入れ，１名の本学部の学生を派遣している。このような国際交流事業による学

生交流は，学生の国際性を高めるために効果を挙げており，国際的に活躍できる人材の育成に成果

を挙げつつあるが，国際交流に参加する学生を増加させることが今後の改善点である。 
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従って，国際社会に適応できる技術者養成のための語学教育の充実と国外の大学との交流の促進

は普通である。 

 

○要素１の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，現在の工学部における授業形態，学習指導法等の教育方法

に関する取組状況は，教育目的及び目標の実現に向けて，かなり貢献している。 

 

（要素２）成績評価法に関する取組 

○観点ごとの評価結果 

観点Ｊ：成績評価における基準の設定と公表 

各科目の成績評価法はシラバスに 

記載して学生に公表している。 

成績評価法に関する教官アンケ 

ートによる図３－１０から，７３％ 

の科目では中間・学期末試験の成績 

評価における比重が５０％以上であ 

り，中間・学期末試験が成績評価で 

最も重要視されている。また５９％ 

の科目で，出席が１０％以上の比重 

で成績評価の対象とされており，演習・レポ 

ートの比重を重視している科目も１３％ある。 

一方，中間・学期末試験，小テスト，出席，

演習・レポートを成績評価にほとんど反映していない科目も，それぞれ１２％，７５％，４２％，

４２％ある。この調査結果は，学部における成績評価においては中間・学期末試験が重視されてい

るが，出席，演習，レポートを重視する科目もあり，講義科目の性格に応じて成績判定の基準が設

定されている。 

従って，成績評価における基準の設定と公表は優れている。 

 

観点Ｋ：成績評価の一貫性及び厳格性に対する学生の意識 

観点Jから教官は各科目に対して一貫性の 

ある成績評価法を適用している。一方，卒業 

生アンケートによる図３－１１から，５３％ 

の学生は大部分の科目の評価は妥当であり， 

８２％の学生は半分以上の科目の成績評価は 

妥当であると考えている。しかし，成績評価 

が不満であると思っている学生も１８％存在 

することから，改善の余地もある。 

従って，成績評価の一貫性及び厳格性は優 

れている。 
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図３－１０ 成績評価における評価要素の比重 

（出典：教官アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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図３－１１ 成績評価に対して学生が不満を

持っている科目の割合 

（出典：卒業生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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観点Ｌ：卒業研究の判定方法 

    卒業研究の判定は，卒業論文の提出と担当分野の教員が全員出席した発表会におけるプレゼンテ

ーションを必修条件としている。その成績評価は，研究成果の内容や質疑応答の結果に基づき，卒

業研究に対する取組の姿勢や他の教員の意見を加味して，指導教官が判定し，その結果を教室会議

等で審議している。 

    従って，卒業研究の判定方法は優れている。 

 

○要素２の貢献の程度 

    以上の観点ごとの自己評価結果から，工学部における成績評価法に関する取組は，教育目的及び

目標の実現に向けて十分に貢献している。 

 

（要素３）施設・設備の活用に関する取組状況 

○観点ごとの評価結果 

観点Ｍ：講義・演習等に必要な施設・設備等の活用状況 

効果的な教育を実施するため，本学部では多くの教室にマイク，OHP，プロジェクタ等の設備を

配置している。観点Ｃで述べたように，教員が視覚に訴えるため，講義中にＰＣ，ＯＨＰ，ビデオ，

実際の製品や模型を活用している。特に，ＯＨＰは半数以上の教員が利用している。 

従って，講義・演習等に必要な施設・設備等の活用状況は優れている。 

 

観点Ｎ：講義・演習に必要な附属図書館等の教育研究施設の活用状況 

学生アンケートによる図３－１２から，４３％の学生が１週間に２～３度以上の頻度で附属図書

館を利用しており，１週間に一度以上利用している学生の割合は７７％になる。また，図３－１３

から，図書館の利用目的は，レポート作成が８８％と最も多く，次いで予習・復習のために３５％

の学生が活用している。これらの学習を主目的にした利用から，附属図書館は適切に活用されてい

ると判断される。 

従って，附属図書館の教育研究施設としての利用状況は優れている。 
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図３－１２ 附属図書館の利用頻度 

（出典：在学生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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（出典：在学生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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観点Ｏ：情報ネットワークや情報サービス機器の活用 

学生アンケートによる図３－１４から，１年次 

から３年次の間に，３１％の学生は講義以外で情 

報ネットワークや情報サービス機器を１週間に２ 

～３度以上利用している。また，１週間に一度以 

上利用している学生の割合は６８％であり， 

約２/３の学生は情報ネットワークや情報サービ 

ス機器を活用していることが分かる。しかし，工 

学系の学生で１ヶ月に１度以下しか情報機器を利 

用しない学生が３２％存在することには今後改善 

の余地がある。 

従って，情報ネットワークや情報サービス機器 

の活用は普通である。 

 

 

 

○要素３の貢献の程度 

    以上の観点ごとの自己評価結果から，工学部における施設・設備の活用に関する取組状況は，教

育目的及び目標の実現に向けておおむね貢献している。 

 

（２）評価項目の水準  

   以上の観点ごとの自己評価結果から，工学部教育は教育目的及び目標の達成に向けておおむね貢献

しているが，改善の余地もある。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

基礎学力が不足している入学者が増加する傾向が続く中で，演習等の強化，視聴覚機器の活用，予

習・復習等の学習方法の力説，成績評価法の公表など，様々な工夫により教育方法の改善に務めてお

り，従前と同じレベルの卒業生を輩出する目標の達成に成果を挙げている点は特に優れている。 

   しかし，補習授業の全学的な対応，Ｗｅｂを活用した学生による自主学習の補助方法の充実，国際

化に向けた英語教育の強化策の実施については，今後さらに改善する余地がある。 
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図４－１ 過去５年間の進級率推移 

（出典：工学部教授会進級査定資料、平成９年度～平成

１３年度） 

 

４ 教育の達成状況  

 

（１）要素ごとの評価  

（要素１）学生が身につけた学力や養成された資質・能力の状況から判断した達成状況 

○観点ごとの評価結果 

観点Ａ:単位取得，進級状況からの判断 

工学部では２年から３年への進級に際して７２単位以上の単位を取得していること（夜間主コー

スを除く）を条件としている。また，卒業研究に着手するためには１１０単位以上を取得している

こと（夜間主コースは９５単位以上）を条件としている。 

この条件に基づいて，進級査定資料 

より，年度別の工学部全体の進級率を 

求めた結果を図４－１に示す。図の縦 

軸は対象となる在学生に対して進級を 

認められた学生の割合を示している。 

工学部には夜間主コースを含めて全部 

で４学科，１０コースがあり，コース 

により，進級状況については５０％～ 

９０％の開きがあるが全体としては， 

過去５年間では約７０％の学生が毎年 

２年次から３年次に進級しており，約 

８０％の学生が毎年卒業研究の着手を 

認められている。２年から３年への進 

級率については，若干であるが増加傾 

向にある。また，卒業研究着手への進級率については，若干の減少傾向にある。 

従って，単位取得，進級状況から判断した達成状況は普通である。 

｢工学部昼間コース；Ⅱ．修学上の注意事項，８．進学要件等について 

(1) ３年次への進級要件等 

① ２ヶ年以上在学し、卒業要件単位中から７２単位以上を修得すること 

(2) ４年次（卒業研究着手）への進級要件等 

① ３ヵ年以上在学し、卒業要件単位中から所属する学科及び履修コースの指定する科目を含む

１１０単位以上を修得すること｣， 

｢工学部夜間主コース；Ⅷ．修学上の注意事項について、８．進級要件等について 

(1) ４年次（卒業研究着手）への進級要件等 

① ３ヵ年以上在学し、卒業要件単位中から所属する学科の指定する科目を含む９５単位以上を

修得すること｣ 

（出典：学生便覧、平成１３年度） 
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図４－２ 入学者と卒業者の割合 

（出典：九州工業大学概要，平成７年度～平成１４年

度，入学者状況及び学位授与者数） 

観点Ｂ：卒業状況からの判断 

過去５年間の卒業状況を図４－２ 

に示す。本大学では毎年各学科別に卒 

業生と入学生数を公表しており，図の 

縦軸は横軸に示す年度の各学科の総卒 

業者数を４年前の各学科の総入学者数 

で割った割合である。学科については 

組織再編に伴い，過去５年間で変遷し 

ているため，一概に評価を行うことは 

できないが，平成８年度の入学者と平 

成１１年度の卒業生で比較した結果は 

８５％から９２％と学科間で大きな差 

はない。過去５年間の推移を見ると， 

図に示すように，平均で入学者の 

８９％が卒業している。また，過去５年間では多少の増減はあるがほぼ一定である。 

従って，卒業状況から判断した達成状況は優れている。 

 

 

観点Ｃ：資格取得状況からの判断 

資格取得状況から見た教育の達成状況 

を評価するため，平成１３年度卒業生を対 

象にアンケート調査を実施した。その結果 

を図４－３，図４－４に示す。卒業者の 

４２％が卒業後資格取得を考えており，約 

半数が資格の必要性を感じていることがわ 

かった。また，工学部における授業が資格 

取得に有効であると，６３％の卒業生が考え 

ていた。この結果より，資格の取得を考慮に 

入れた教育が工学部に於いては必要であり， 

工学部における教育は資格取得に対して有効 

であることがわかった。 

従って，資格取得状況から判断した達成状 

況は普通である。 

 

 

 

42%

58%

取得予定
取得予
定無し

 
図４－３ 資格取得の必要性 

（出典：卒業生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 

大いに有効
10%

かなり有効
17%

ある程度有効
36%

少し有効
21%

有効でない
16%

 
図４－４ 資格取得への授業の有効性 

（出典：卒業生アンケート（工学部）， 

平成１３年度） 
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図４－５ 在学生の授業評価状況 

（出典：学生による授業評価アンケート集計結

果報告，平成１１年度～平成１３年度） 

優れている
55%

普通
40%

問題がある
5%

 

図４－７ 卒業生による工学部の教育評価 

（出典：現状と課題，平成１３年度，８．工学

部の教育と研究についての外部評価） 

観点Ｄ：在学生の授業評価状況からみての判断 

工学部では平成１１年度より，各教官に 

ついて１科目を選択して，受講生による授

業評価を実施している。アンケート項目は

全部で８項目であるが，その中で，“この授

業は有益だったか”とする質問に対する回

答状況を図４－５に示す。アンケートは各

学科ごとに集計されているが，普通以上の

評価を示している学生は８５％から９５％

の間にあり，学科間で大きな差はない。図

４－５に示すように，授業が有益であった

と回答した学生の割合は年々増加しており，

平成１３年度では９０％の学生が普通以上

の回答をしており，授業に対して否定的な考えを持っていないことがわかる。また，５５％以上の

学生は肯定的な評価を行っている。 

従って，在学生の授業評価状況から判断した達成状況は優れている。 

 

観点Ｅ：卒業生の教育評価状況からみての判断 

平成１３年度卒業生に対して，「大学教育 

があなたの成長（自己形成）におよぼした 

効果」について質問を行った。質問は，現 

在工学部で行っている科目群である人間科 

学科目，工学基礎科目，工学専門科目，卒 

業研究，実験・実習・演習・製図の５科目 

について行った。肯定的な評価は５８％か 

ら９４％までばらついていたが，その平均 

値を図４－６に示す。図より，各科目群を 

平均すれば，全体としては卒業者の８３％ 

は工学部で受けた授業は自己形成に効果が 

あったと回答している。 

従って，卒業生の教育評価状況から判断した達成状況は優れている。 

 

観点Ｆ：過去の卒業生による教育評価状況からみての判断 

昭和２９年度～平成１０年度の卒業生に対して 

平成１１年に実施した調査により得られた教育評 

価結果を図４－７に示す。卒業生の９５％は本学 

の教育に対して否定的な考えを持っておらず， 

５５％の卒業生は優れていると回答している。 

従って，過去の卒業生による教育評価状況から判

断した達成度は優れている。 
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図４－６ 卒業生による授業評価結果 

（出典：卒業生アンケート（工学部），平成１３年

度） 
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図４－８ 雇用主による評価結果 

（出典：現状と課題，平成１３年度；８．工学部

の教育と研究についての外部評価，平成１３年

度雇用主アンケート（工学部）） 

観点Ｇ：雇用主による教育評価状況から見ての判断 

平成１２年度，平成１３年度に実施した 

企業による卒業生評価結果を図４－８に示 

す。平成１２年度は過去１０年の卒業生， 

平成１３年度は過去３年間の卒業生を対象 

としている。図より雇用主の９５％は卒業 

生の能力に対して否定的な考えを持ってお 

らず，５７％は優れていると回答している。 

従って，雇用主による教育評価状況から 

判断した達成状況は優れている。 

 

 

○要素１の貢献の程度 

    以上の観点ごとの自己評価結果から，学生が身に付けた学力や養成された資質・能力の状況から

判断した達成状況は，教育目的及び目標の実現に向けておおむね達成されている。 

 

（要素２）進学や就職などの卒業後の進路の状況から判断した達成状況 

○観点ごとの評価結果 

観点Ｈ：進学状況から見た判断 

平成９年から平成１３年度の卒業者の進 

路を調査した。平成１３年度卒業生につい 

て学科別に見ると，ほとんどの学科では 

５０％前後の学生が進学しており，学科間 

の差異は少ない。工学部全体の進路状況を 

図４－９に示す。進学者は年々増加してお 

り，この４年間で１１％増加している。 

従って，進学状況から判断した達成状況 

は優れている。 

 

観点Ｉ：就職の状況から見た判断 

就職状況を図４－９に同時に示す。平成１３年度を例にとると学科により，就職業種は異なるが，

進路が明確でない卒業生の各学科の割合は１％から７％であり，進学者の割合も学科間で差異は大

きくないことを考慮すれば，学科間の差異は小さい。図に示すように，過去５年間において卒業生

の９４％は卒業時に進学もしくは就職の進路が決定している。 

従って，就職の状況から判断した達成状況は優れている。 
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図４－９ 卒業後の進路 

（出典：九州工業大学概要，平成７年度～ 

平成１４年度） 
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観点Ｊ：卒業後の進路に対する評価状況から見た判断 

平成１３年度卒業生に対して，卒業後の進路

に対する卒業生の評価結果を図４－１０に示す。

図より卒業生の６８％は卒業後の進路に満足し

ている。 

従って，卒業後の進路に対する評価状況から

判断した達成状況は優れている。 

 

 

 

 

 

 

 

○要素２の貢献の程度 

    以上の観点ごとの自己評価結果から，進学や就職などの卒業後の進路の状況から判断した達成状

況は，教育目的及び目標の実現に向けて十分に達成されている。 

 

 

（２）評価項目の水準  

   以上の要素ごとの自己評価結果から，教育の達成状況は，教育目的及び目標がおおむね達成されて

いるが，改善の余地もある。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

優れた点は，以下のとおりである。 

・ 大学に期待される人材の社会への提供。 

・ 希望した進路に学生が進むことができる能力の育成。 

改善すべき点は，以下のとおりである。 

・ 教育効果の高い授業方法，講義方法，学習支援方法の提供 

（上記の点については，工学部は平成１３年度より教育方法等開発委員会を発足させ，改善に向け

た取組を実施している。） 
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図４－１０ 卒業後の進路に関する満足度

（出典：卒業生アンケート（工学部），平成１３

年度） 
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図５－１ 現在のコースへの満足度

（出典：在学生アンケート（工学部），

平成１３年度） 
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図５－２ オフィスアワーの設定 

（出典：教官アンケート（工学部），平

成１３年度） 
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図５－３ オフィスアワー利用学生

受講者に占める割合（出典：教官アン

ケート（工学部），平成１３年度）

 

５ 学習に対する支援  

 

（１）要素ごとの評価  

（要素１）学習に対する支援体制の整備・活用に関する取組状況 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ａ：授業科目やコース選択の際のガイダンス 

授業科目や専門コースのガイダンスを，入学時にオ 

リエンテーションとして行っている。 

共通科目については全学科を対象に，専門科目につ 

いては学科毎にガイダンスを行ってきている。建設社 

会工学科を除く機械知能工学科，電気工学科，物質工 

学科では，２年生に進級するときにコースに振り分けら 

れるが，１年次の１２月に振り分けコースの内容につい 

てガイダンスを行ったのちに，コース志望調査を１月に 

行い，１年次末での成績と志望とを考慮して振り分ける。 

これらのガイダンスに対して，図５－１によれば，コ 

ースに入って良くなかったと答えた学生は８％であり，そ 

の他の学生は９２％である。その中でもコースに入って良 

かったと答えた学生は４７％である。 

従って，授業科目やコース選択の際のガイダンスとして 

は優れている。 

 

 

 

 

 

観点Ｂ：学習の進め方に対する相談・助言体制 

図５－２によると，オフィスアワーを設定している教官 

は１６％，図５－３によると，オフィスアワーを利用して 

質問に来る学生の，受講者に占める割合は，２～３割以上 

であると考えている教官が２５％である。これに対して， 

図５－４によると，オフィスアワーという言葉を知らない 

学生が５４％いる。また，図５－５によれば，年１回以上 

教官に相談に行った学生は，３０％である。オフィスアワ 

ーの活用のされかたについてみると，教官と学生の認識は 

同程度である。図５－６によれば，オフィスアワーの義務 

化に関して，義務化の必要がないと考えている教官は， 

２５％しかいない。 

従って，学習の進め方に対する相談・助言体制は，オフィスアワーを設定しない場合でも相談，

助言はしているため普通である。 

「履修登録の概要説明」 

（出典：平成９年度～平成１３年度 新入生オ

リエンテーションスケジュール） 
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図５－４ オフィスアワーの

認知度（出典：在学生アンケ

ート（工学部），平成１３年度）
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図５－５ 教官への相談回数

（出典：在学生アンケート（工

学部），平成１３年度） 
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図５－６ オフィスアワーの義務

化について（出典：教官アンケート

（工学部），平成１３年度） 
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図５－７ １人の学生への年 

間指導回数 
（出典：教官アンケート 
（工学部），平成１３年度） 
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図５－８ 指導教官制度に

ついて 
（出典：在学生アンケート

（工学部），平成１３年度）
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図５－９ 指導やガイダンスを受

けた回数／年 

（出典：在学生アンケート（工学

部），平成１３年度） 

 

 

観点Ｃ：学習全般に対する相談・助言体制 

各教官は，毎学年５人の学生の指導教官となっている。この指導教官制による相談・助言体制に

ついてみる。図５－７によると，指導したことがないと答えた教官は４％であり，９６％の教官は

少なくとも１人の学生を年１回は指導している。その中でも１人の学生を年に２～３回以上指導し

ている教官は３４％である。図５－８によると，これに対して指導教官制度を知らない学生は１

４％，この制度を理解している学生は６１％である。図５－９によると，指導された経験がない学

生は 

５５％，年に１回以上の指導を受けた学生は４５％である。指導経験については，教官の認識と学

生の認識の間にかなりの差がある。 
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図５－１２ チューター数の推移 

（出典：学務部教務課データ） 
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図５－１０ 教官から見た相談内容               図５－１１ 学生から見た相談内容 

（出典：教官アンケート（工学部），              （出典：在学生アンケート（工学部）， 

平成１３年度）                       平成１３年度） 

 

図５－１０，１１によれば，指導内容については，両者の認識は一致しており，指導教官制度は，

学習を進める上での相談・助言体制としては有効であると考えられる。 

従って，学習全般に対する相談・助言体制としては優れているが，活用に関する取組みは普通で

ある。 

 

観点Ｄ：留学生に対する支援体制 

留学生に対する支援としてチューター制度を設けている。新入の留学生には必ず在学生１名のチ

ューターを設けることにより，留学生の予習，復習などの勉学面や生活習慣等に関する生活面の両

面についての助言ができる体制としている。なお，

チューターにはこれら種々の留学生に対する支援に

対して謝金を支払っている。図５－１２は新入留学

生（研究生も含む）に対するチューター数の経年変

化であり，新入留学生数と同数である。年間４０名

程度のチューターが留学生を支援している。チュー

ターを行った学生からは，異国間の同世代としての

考え方を交換できたこと，就職についてどう考えて

いるかなどについて知ることができたという報告が

なされており，チューターを行った学生にも視野を

広げる機会を与えている。 

また，留学生後援会が組織されており，留学生の学修活動補助，福利厚生事業を行っている。 

従って，留学生に対する支援体制としては優れている。 

 

Ａ．大学における勉学の取り組み方

Ｂ．大学生活に関すること 

Ｃ．カリキュラムや単位制度の説

明 

Ｄ．成績や修得単位数への注意

Ｅ．その他 

「事業」（１）留学生等の本学における学修活動のための援助 
（２）留学生等のための福利厚生事業 

（出典：九州工業大学外国人留学生後援会会則） 
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図５－１３ インターンシ

ップ等の経験（出典：在学

生アンケート（工学部），平

成１３年度） 

あり
60%

普通
35%

ない
5%

 

図５－１４ インターンシ

ップの意義（出典：在学生

アンケート（工学部），平成

１３年度） 

観点Ｅ：課外学習活動の支援体制 

語学研修のための制度として，同窓会からの寄付により，優秀な学部学生を毎年８名ずつ交流協

定を締結している米国オールド・ドミニオン大学に語学研修を目的として派遣している。夏期休業

期間の約１ヶ月間を利用して，英語

力の向上および国際感覚の養成を行

っている。また，認定された単位は，

本学の単位として認定されている。 

また，大韓民国の昌原大学校およ

び忠州大学校とは平成８年度から大

学間交流を行っており，相互に学生の交流を行っている。なお，この交流に対する支援も行ってい

る。 

従って，課外学習活動の支援体制は優れている。 

 

観点Ｆ：企業等へのインターンシップなどに対する支援 

図５－１３，１４によれば，工場 

見学やインターンシップに参加した 

経験のある学生は，５０％であり， 

その中で，役に立たなかったと答え 

た学生は，５％である。特に有意義 

であったと答えた学生は６０％であ 

る。すなわち，約半数の学生が，卒 

業するまでにインターンシップ等を 

経験し，経験した学生の大半は有意 

義だったと評価しており，インター 

ンシップ等を多くの学生に経験させ 

るための支援を強化する必要がある。 

学科として組織的に取り組んでいる場合は，担当者を決めて，円滑にインターンシップ等の学外研

修が行えるように支援体制を整備しているが，組織的に行っていない場合は，個々の教官が工場見

学等に参加するように奨励している。 

従って，企業等へのインターンシップなどに対する支援としては優れている。 

 

〇要素１の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，学習に対する支援体制の整備・活用に関する取組状況は，

教育の目的及び目標の実現に向けておおむね貢献している。 

「勉学および研究のための学部学生及び大学院学生の交流」
（出典：九州工業大学と昌原大学校との国際交流協定書

     九州工業大学と忠州大学校との国際交流協定書）

「目的」    （出典：九州工業大学鳳龍賞運用要項）
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図５－１５ 図書館利用頻度 

（出典：在学生アンケート（工学部），

平成１３年度） 

 

（要素２）学習環境（施設・設備）の整備・活用に関する取組状況 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ｇ：学生が自主的に学習できるような環境としての図書館の整備・活用 

図書館の利用についてみる。図５－１５によれば，1週間に２，３回以上利用する学生は４６％，

１ヶ月に数回利用する学生は３４％であり，１ヶ月に数回以上利用する学生が８０％である。利用

目的をみると，図５－１６に示されるように，予習・復習およびレポート作成などが５９％，専門

知識を深めるためと一般教養を身につけるためとが１４％であり，自主的な学習を目的とする学生

が７３％であり，図書館は学生の自主的な学習の場としての役割を果たしている。 

図書館利用者の経年変化を示したものが，図５－１７である。これによると，平成９年度を基準

とすると，平成１３年度は４８％の増加となっている。図５－１８の貸出冊数は６９％の増加とな

っている。学生の入館者数の増加と貸出冊数の増加とは，対応しており，年とともに図書館が有効

に利用されるようになっている。図５－１９が蔵書冊数の経年変化である。これによれば，平成９

年度に比べ，平成１３年度は，８.６％の増加をしている。また，学生図書の一層の充実を図るた

め，学生のアンケートに基づく選書分の予算措置を行うなどの措置を行っている。図５－１９によ

れば，学生用図書整備費は，１２６％の増加である。なお，図書館の開館時間は，平日は９時～２

０時，土曜日は９時～１７時であるが，平成１２年度の試行を経て，平成１３年度以降は，前学期

および後学期の試験期間中に限り２１時３０分まで開館している。 

以上のように，予算的にも学生図書の整備に大学として力を注いできており，また，試験期間中

の開館利用時間の延長など，学生の自主学習に対する配慮が充分になされている。 

従って，学生が自主的に学習できるような環境としての図書館の整備・活用は優れている。 

 

 

 

 

「購入希望図書，購入希望資料の説明，図書館に対する意見・希望等」

   （出典：利用者の声） 

0 20 40 60 80 100

その他

AV機器・情報機器の利用

趣味や娯楽

小説等の読書

一般教養を修得

専門知識を深める

レポートの作成

予習・復習

全在学生に対する利用者の割合（％）

図５－１６ 学生が附属図書館を利用する目的

（出典：在学生アンケート（工学部），平成１３年
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図５－２１ パソコン台数 

（出典：PC 保有台数調査） 
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図５－１７ 入館者数               図５－１８ 学生貸出冊数 

（出典：図書館整備度調査）             （出典：図書館整備度調査） 
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図５－１９ 蔵書冊数              図５－２０ 学生用図書整備費 

（出典：図書館整備度調査）            （出典：図書館整備度調査） 

 

 

観点Ｈ：情報機器の整備 

パソコンの台数調査を行ったものが，図５－２１で 

ある。工学部のパソコン台数は，１３００～１４００台 

程度となっており，若干減少した年もあるが，その原因 

として廃棄処分等が行われたことが考えられる。研究室 

配属の卒論生および博士前期課程学生に対して１台以上 

となっている。 

情報機器類の利用についてみる。図５－２２，２３に

よれば，情報機器が整っていないと思っている学生は 

３８％，講義以外の利用についてみると，１週間に２～

３回以上利用している学生が２９％，１ヶ月に数回程度

の利用が３６％であり，１ヶ月に数回以上の利用学生が６５％である。 
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図５－２２ 情報機器整備状況

（出典：在学生アンケート（工学

部），平成１３年度） 

毎日
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ない
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図５－２３ 講義以外での情報サ
ービスの利用（出典：在学生アン
ケート（工学部），平成１３年度）

 

一方，情報科学センターでは，自学自習に利用できるようにWindowsパソコンを設置している。 

従って，情報機器室等の整備については，不満の学生が３８％，満足している学生が４０％と，

不満な学生と満足な学生との割合が同程度であるから，普通である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇要素２の貢献の程度 

以上の観点の自己評価結果から，学習環境（施設・設備）の整備・活用に関する取組状況は，教

育の目的及び目標の実現に向けてかなり貢献している。 

 

（２）評価項目の水準  

   以上の自己評価結果を総合的に判断して，学習に対する支援は，教育目的及び目標の達成におおむ

ね貢献しているが，改善の余地もある。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

特に優れた点としては，次のことが上げられる。同窓会からの寄付により，優秀な学部学生を毎年

８名ずつ交流協定を締結している米国オールド・ドミニオン大学に語学研修を目的として派遣してい

る。夏期休業期間の約１ヶ月間を利用して，英語力の向上および国際感覚の養成を行っていること。

また，認定された単位は，本学の単位として認定することができる。 

また，大韓民国の昌原大学校および忠州大学校とは平成８年度から大学間交流を行っており，相互

に学生の交流を行っている。なお，この交流に対する支援も行っている。 

改善すべき点としては，オフィスアワーを設置して，学生の学習を進めるための支援体制を整備す

ること。 

 

 

 

 

「パソコンの設置について」 
（出典：ISCニュース広報（No.１４），Ｈ１２年１２月１１日）
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６ 教育の質の向上及び改善のためのシステム  

 

（１）要素ごとの評価  

（要素１）組織としての教育活動及び個々の教員の教育活動を評価する体制 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ａ：組織として教育活動を評価する体制 

工学部教育活動の評価体制は、工学部に設置されている各種委員会が担ってきている。各委員会

はそれぞれの分野に関して，各種データや，実態調査を含めた意見・提言の収集と解析，討論等を

通してその分野に関する自己点検・評価を行い，改善点を抽出する。委員会活動は，工学部部局評

価委員会が毎年発行する報告書「現状と課題，平成１３年度 ５．２ 主たる委員会活動の点検・

評価（平成７－１２年度も同様の項目あり）」に記載されている。 

工学部教育活動にかかわる構成要素と評価・改善の主要な流れを図６－１に示す。これらの委員

会の大半は平成９年度以前に設置されたものであるが，教育方法等開発委員会および情報化推進委

員会は平成１３年度に設置され，工学部教育活動の評価・改善への取組に加わった。 

教育活動の評価自体を主目的とする組織は，平成５年度に発足した工学部部局評価委員会であり，

現在に至るまで継続した評価活動を行い，毎年報告書「現状と課題，平成７－１３年度」を発行し

ている。平成１１年度には，部局評価委員会と教務委員会の構成員からなる，学生による授業評価

実施ワーキンググループ（ＷＧ）が設置され，工学部部局評価委員会が平成７年度から継続して行

っていた学生による授業アンケートを，このＷＧが行うようになった。このＷＧは毎年報告書「学

生による授業評価アンケート集計結果報告書,平成１１年度～平成１３年度」を発行している。 

    

高校・高専・大学
生，社会人

学　　　　生 卒業生・企業
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　　 委員会
入学試験
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図６－１  工学部の教育体制 

 

 



九州工業大学工学部 

 38

時限的な専門委員会も工学部教育活動にかかわる自己点検・評価を行ってきた。平成７年度に教

務委員会の委嘱により学習習熟度実態調査専門委員会が設置され，平成７年度～平成９年度の３年

間にわたり調査が行われ，平成１１年度に報告書「学習習熟度実態調査報告書,平成１１年度」が

発行された。 

さらに，全学を対象とした評価活動でも，工学部教育活動の評価が行われてきた。全学学生委員

会は学生生活実態調査を定期的に行っており，平成９年度の報告書「学生生活実態調査報告書，平

成９年度，ＰＰ．２４－２６，ＰＰ．３６－３７」には，工学部学生の学習や卒業後の進路につい

ての調査結果が記されている。また，これも全学委員会である総括評価委員会（平成５年度設置）

は，九州工業大学の現状と課題に関して自己点検・評価を継続して行い，定期的に報告書「技術に

堪能なる士君子を目指して―九州工業大学の現状と課題,平成１０年度，平成１３年度」を刊行し

てきた。同報告書には工学部の教育に関する自己点検・評価結果が記されている。これらは全学を

対象とする評価活動であるが，工学部教育の評価・改善に関して有意義な情報を提供してきた。 

従って，組織として工学部の教育活動を評価する体制は優れている。 

 

観点Ｂ：外部者による教育活動の評価 

工学部では平成１１年度に教育・研究活動について外部有識者による評価を受けた。 

また卒業生アンケートを実施し，卒業生による評価を受けた。 

平成１２年度には企業アンケートにより工学部卒業生の雇用主から外部評価を受け， 

平成１３年度には工学部における教育の達成度評価という視点から，再び企業アンケートによって

雇用主から外部評価を受けた。 

従って，工学部は教育に対する外部評価を積極的に受けてきており，外部者による教育活動の評

価に関する取組については優れている。 

 

観点Ｃ：個々の教員の教育活動を評価する体制 

工学部では，平成６年度より学生による授業アンケートを毎年行い（平成６年度～平成１０年度

は工学部部局評価委員会，平成１１年度からは学生による授業評価実施ＷＧが行っている），アン

ケート結果を各教員にフィードバックすることによって，授業に対する教員の自己評価・改善活動

「外部者による教育活動評価」 

８．工学部の教育と研究についての外部評価 

（出典：現状と課題，平成１２年度，Ｐ．１００）

「外部者による教育活動評価」 

２.３ 卒業生による工学部教育に関するアンケート調査 

（出典：現状と課題，平成１２年度，Ｐ．９）

「外部者による教育活動評価」 

８．工学部の教育と研究についての外部評価 

（出典：現状と課題，平成１３年度，Ｐ．１６１）

「外部者による教育活動評価」 

（出典：雇用主アンケート（工学部），平成１３年度）
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を促している。アンケート項目には教員の教育能力を評価するために，「授業の内容がよく理解で

きたか」，また教育意欲を評価するために，「授業に熱意が感じられたか」という項目が含まれてい

る。 

このように，工学部はこれまで，個々の教員レベルでの教育の自己評価・改善への取組を促して

きた。 

平成１３年度に行った教員に対するアンケート調査によれば，「平成９年度～平成１３年度の間

に，自分の授業科目で内容・方法等の改善を試みたことがあるか」という質問に対し，図６－２に

示すように，９６％の教員が「ある」と回答している。また，「学生による授業評価実施ＷＧが行

う「学生による授業アンケート」を，授業の評価・改善の試みに利用しているか」という質問に対

し，図６－３に示すように８６％の教員が「利用している」と回答している。さらに，「授業の内

容・方法等の改善を試みる場合，授業アンケートの他にどのような方策で自分の授業科目を評価し

ているか」という質問に対し，図６－４に示すような多様な方策の自己評価法が回答されている。

このように，個々の教員の自己評価・改善への努力は十分認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，組織として個々の教員の教育活動を評価する体制は，まだ確立していない。しかし工学部

では，平成４年度から個々の教員の教育・研究活動をまとめた年報「工学部年報,平成４－１２年

度」を発行している。このなかで教員は，各自の教育活動の状況を報告するとともに，教育の評価・

改善の取組として，①授業の形態及び内容，②顕著に表れた教育効果等，の２項目からなる「教育

ない 4% 
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図６－２  授業改善の試み 

(出典：教官アンケート（工学部）， 

平成１３年度) 
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関連分野の動向や  13% 
社会的要請を勘案 

理想の授業方法と照合  5% 

なし  0% 

その他  4% 

図６－４  授業改善の方策 

(出典：教官アンケート（工学部），平成１３年度) 
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に関する特記事項」を記入することになっている。このように個々の教員の教育活動の状況及び教

育評価・改善への取組を報告する場を提供することにより，個々の教員の教育に対する自己評価・

改善への取組を促しており，同時に個々の教員の教育活動を他者が評価するための情報を提供して

いる。 

従って，個々の教員の教育活動に対する評価体制への取組状況は普通である。 

 

○要素１の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，組織としての教育活動及び個々の教員の教育活動を評価す

る体制は，教育の目的及び目標の実現に向けておおむね機能している。 

 

 

（要素２）評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付けるシステムの整備及び機能状況 

〇観点ごとの評価結果 

観点Ｄ：評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付けるシステム 

工学部教育活動の改善体制は，工学部部局評価委員会，学生による授業評価実施ＷＧを初め，工

学部に設置されている各種委員会が担ってきている。これらの組織による評価・改善のループを図

６－１に示す。部局評価委員会は，工学部長の了解の下に自己点検・評価結果を個々の教員にフィ

ードバックし，改善の取組を促す。また必要に応じて工学部長に提言を行う。学生による授業評価

実施ＷＧは，評価結果を個々の教員にフィードバックし，改善の取組を促す。 

各委員会は年度ごとの活動結果として，以下の６項目についての報告を行ってきた。 

① 今年度取り組んだ課題 

② 今年度採択した事項 

③ 残された課題，又は将来解決すべき事項 

④ 委員会の議論に使われた資料 

⑤ 工学部の現状に関する意見，又は改善に関する提言 

⑥ 昨年度の改善に関する提言に対する，改善状況と未改善及び新たな問題点 

各委員会が教育の評価・改善システムとしての機能を持つことを，上記の６項目，特に第③，⑤，

⑥項が示している。 

なお，これらの委員会のうち，教育方法等開発委員会および情報化推進委員会は平成１３年度に

設置され，それぞれファカルティ・ディベロップメントおよび情報化にかかわる施設・設備の整備

等の面から工学部教育の改善活動への取組に加わっている。また平成１３年度には，各委員会の委

員長からなる委員長懇談会が発足し，教育活動改善に向けて委員会どうしの意思の疎通を図る体制

が確立した。 

従って，工学部では教育活動の評価結果を改善の取組に結び付けるためのシステムの整備が積極

的に行われてきており，取組は優れている。 

「委員会の活動」 

５.２ 主たる委員会活動の点検・評価 

（出典：現状と課題，平成１３年度；平成７－１２年度も同様の項目あり）
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観点Ｅ：評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付けるための方策 

委員会による評価・改善活動は委員会ごとに行われており，改善のための提言と，前年度の提言

に対する改善結果についての報告が「現状と課題：工学部の管理運営：主たる委員会活動の点検・

評価」の第③，⑤，⑥項に記されている。方策としてはこれまで，主として新しい体制の構築，手

続きや実行形態の整備・洗練等が行われてきた。 

例を挙げると，教務委員会では，学生の能力と希望にかなった教育を行うシステムとしての転学

部・転学科制度の確立のために議論を重ね，システムの整備を行ってきた。 

 

学生募集活動委員会では，オープンキャンパスの実施効果を一層挙げるために見学者数の調整や

内容の充実を図り，見学者数の増加という成果を挙げてきた。 

このように委員会ごとの改善活動は十分機能している。 

工学部部局評価委員会はアンケート調査や外部評価等を通して，個別の委員会とは異なる視点か

ら工学部の教育に関する調査を行い，年度ごとに結果を報告書「現状と課題」にまとめ，それを個々

の教員にフィードバックし，必要に応じて工学部長に提言を行うという方策を採っている。部局評

価委員会のこれまでの活動は，主として「現状と課題」を個々の教員に配布して，自己評価・改善

を促すことに重点が置かれてきたが，平成１２年度に工学部長への提言が行われ，適宜改善の試み

が進められている。ただ提言内容には，教育内容・方法にかかわる大きな問題も含まれ，改善のた

めの取組に至っていない項目もある。 

一方，学生による授業評価実施ＷＧによる授業評価・改善システムでは，学生に対して授業アン

ケートを取り，個々の教員が各自の授業の評価・改善に利用するために，アンケート結果を各教員

に直接フィードバックするという方策を採ってきている。図６－３に示すように，８６％の教員が

「アンケート集計と提言」 

（１）オフィスアワーの設置について，（２）ＴＡの活用について，（３）外国留学に単位を与え

ることについて．．． 

（出典：現状と課題，平成１３年度，Ｐ.４７）

「オープンキャンパス参加者数の推移」 

平成９年度：４７２名，平成１０年度：６８０名，平成１１年度：７０６名， 

平成１２年度：７５４名，平成１３年度：７３３名，平成１４年度：９６８名 

（出典：オープンキャンパス 過去の参加者数）

「転学部・転学科」 

昨年度の教務委員会にて，「転学部・転学科」を新たに学則に含むことが採択された．本年度は，

全学教務委員会とも歩調を合わせて，転学部・転学科の実施のためのルール作りを行った．その

結果，実施時期を１年から２年に進級する時とすること，受入要件として１年次の必須科目をす

べて修得および人間科学科目を６単位以上修得していること，昼間コースと夜間主コースとの間

では行わないこと，工学部から情報工学部またはその逆の場合でも受入学部が個別に設定した受

入基準を満たしていること，を条件として平成１１度から行うこととした． 

（出典：現状と課題，平成１２年度，５.２.３ 工学部教務委員会，Ｐ.４８）
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アンケート結果を授業の評価・改善に利用していることから，このシステムは十分に機能している。 

従って，評価結果を改善の取組に結び付けるための方策の機能状況は普通である。 

 

〇要素２の貢献の程度 

以上の観点ごとの自己評価結果から，評価結果を教育の質の向上及び改善の取組に結び付けるた

めの方策は，教育の目的及び目標の実現に向けておおむね機能している。 

 

（２）評価項目の水準  

以上の自己評価結果を総合的に判断して，「提供する教育の質を常に向上・改善するために，教育

活動を点検・評価し，改善に導くシステムの整備」という教育目的，及び「各種委員会等の設置によ

る，学生・外部評価を含めた点検・評価及び提言・改善の実施」という教育目標を達成するための取

組を向上及び改善するためのシステムがおおむね機能しているが，改善の余地もある。 

 

（３）特に優れた点及び改善点等  

工学部部局評価委員会は平成５年度からすでに１０年にわたって活動しており，また近年は外部評

価を積極的に行うなど，工学部教育の自己評価・改善に対する工学部の意識には高いものがある。各

委員会も教育の改善への取組に大きな貢献をしてきた。また個々の教員レベルでも，これまで自己評

価・改善の取組が自主的に行われてきた。よってこれらの取組は特色ある取組である。 

一方，各教員の教育活動を組織として評価する体制はまだ確立していない。そのためこの取組は改

善を要する。 
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Ⅳ 特記事項 
九州工業大学工学部は，明治専門学校以来の伝統の下に，

技術に堪能なる士君子を養成し社会に送り出すための教育

を提供してきた。この建学の理念は工学部の教員に浸透し

ており，工学部教員はその実現に向けて，絶えず提供する

教育の改善・洗練を行ってきた。その結果，工学部の卒業

生は，厳しい就職難の時期にあっても比較的恵まれた就職

状況を保持し，これまで企業から高い評価を受けてきた。

しかしながら，近年の学生の能力や気質の変化とともに，

提供する教育も一層の工夫が必要となっている。過去５年

間の教育とその評価・改善の試みは成果を挙げてきたが，

今後の改革課題として，優れていると自己評価されなかっ

た観点を中心に，さらに改善を続けていく必要がある。 

 

将来構想の展望としては以下の２点を挙げる。 

１．情報教育の強化 

工学部では，１年生から４年生まで切れ目なく情報関

連科目を教育することにより，「情報技術を駆使して，

リサイクル等の環境・エネルギー・資源問題を考慮した

「ものづくり」の能力を持った学生を養成する」ことに

している。工学部の全学科に対して，情報工学関連科目

（６科目）の授業を導入し，１年生から４年生までの情

報関連科目の教育を完成させる。この将来計画を実現す

るために，情報機器の整備も行う。これにより，情報関

連の整備不足が解消される予定である。 

２．世界に通用する技術者の養成 

 ＪＡＢＥＥ対応のカリキュラムを整え，世界に通用す

る技術者を輩出する。この計画に対処するために，必要

な講義科目をすでに工学系総合科目として設置してき

ている。工学部の全学科がＪＡＢＥＥ対応カリキュラム

を整備し，ＪＡＢＥＥ資格を持った卒業生を世に送り出

すことにより，国内外の科学技術の発展に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


